
 

 

 

 

 

 

（16）議 会 局 
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○予算要求方針
１　基本方針
　市議会の活性化や議会の政策形成機能・監視機能等の強化が図られるよう議員の議会活動を補佐

するとともに、広報業務を通じて｢市民にわかりやすい議会｣の更なる推進を図ります。

２　主な取組
(１)　議会運営に支障を来たさないよう議場や委員会室等の環境維持に努めるとともに、会派及び

　　議員が議会活動を行う上で必要な議員控室を適正に確保します。また、議員の身分等に関する

　　事務や政務調査費に関する事務等庶務事務を迅速かつ的確に行い、効率的な事務処理に努めま

　　す。

(２)　政令指定都市の正副議長としての広範な活動及び職務が円滑に行われるよう、適切なスケ

　　ジュール管理に努めます。

(３)　本会議の意思決定がなされるよう、適切で円滑、能率的な議会運営の支援をします。

(４)　複雑多様化する議員の調査活動を的確に補佐するため、必要な資料の収集や情報提供に努め

　　ます。

(５)　議会の活動状況を、わかりやすく市民に伝え、市民の理解や関心を高めるために議会広報紙

　　の発行、議会テレビ広報の放映、本会議及び委員会のインターネット中継などの広報事業を展

　　開します。

○予算要求額及び査定結果
＜議会局合計（一般会計）＞ （単位：千円）

予算要求額 査定額

1,612,107 1,595,697

平成23年度予算

予算要求額
財政局長査定 市長査定

議会局　平成23年度予算要求及び査定の概要

1,264,771 1,248,361

予算要求額

1,329,847 1,264,771

査定額

平成22年度
当初予算額
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（17）選挙管理委員会事務局 
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○予算要求方針
１　基本方針
(１)　各選挙の適正・円滑な管理執行

　　①　各選挙の適正かつ円滑に管理執行することに努めます。

(２)　若者の政治意識の向上、選挙を促す啓発の推進

　　①　若者の投票率アップのため、政治意識を向上させ選挙啓発を促進します。

２　主な取組
(１)　県議会議員・市議会議員一般選挙並びに県知事選挙の、事前準備また適正・円滑な管理執行

　　①　県議会議員・市議会議員一般選挙並びに県知事選挙の万全の準備、また適正に執行すると

　　　ともに投票率の向上を目指します。

　　②　事務全般の効率化を図り、経費の縮減に努めます。

(２)　20代の投票率向上、選挙を促す啓発の推進

　　①　県議会議員・市議会議員一般選挙に向け｢啓発団体との協働｣により選挙啓発を促進しま

　　　す。

　　②　20代の若者が参加し活躍できる機会を創設します。

３　行財政改革への取組
(１)　各選挙の事前準備、また適正・円滑な管理執行

　　①　事務全般の効率化を図り、経費の縮減に努めました。

(２)　若者の投票率向上、選挙を促す啓発の推進

　　①　啓発団体との協働により、きめ細やかな啓発を計画しました。　

○予算要求額及び査定結果

＜選挙管理委員会事務局合計（一般会計）＞ （単位：千円）

予算要求額 査定額

746,881 735,881

市長査定

選挙管理委員会事務局　平成23年度予算要求及び査定の概要

746,881 735,881

予算要求額

564,274 746,881

査定額

平成22年度
当初予算額

平成23年度予算

予算要求額
財政局長査定
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（18）人事委員会事務局 
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○予算要求方針
１　基本方針
(１)　行政課題が多様化かつ高度化するとともに、公務員制度の見直しが議論されるなど、行政

　　を取り巻く環境が大きく変化する中、人事行政上の諸課題に適切に対処していくことが求め

　　られています。

(２)　任命権者から独立した中立的かつ専門的な機関としての公正・公平な人事行政の推進

　　①　本市の将来を担う、多様な人材の確保が求められています。

    ②　職員の労働基本権の代償機関としての事務の執行が求められています。

(３)　専門的人事行政機関としての任務の遂行

　　①　受験生の確保に向けた施策を展開します。

    ②　有為な人材を発掘するための試験制度の整備を図ります。

    ③　より精確な公民給与比較の実現を目指します。

２　主な取組
(１)　多様な人材の確保

　　①　大学主催の就職説明会等に参加し、積極的な広報活動を行います。

　　②　電子申請による受験申込を開始し、受験生の利便性を高め受験生の拡大を図ります。

　　③　面接試験の充実を図ります。

(２)　適正な昇任管理の推進

　　①　職員の職務意欲の向上、能力に応じた人材登用を行うため、昇任試験制度を導入します。

(３)　専門的人事行政機関としての任務の遂行

　　①　給与制度のあり方について研究を行います。

　　②　情勢適応の原則に基づき、民間事業所の給与水準について調査を行います。

 　 ③　給与、勤務条件の決定にあたっては、その内容をより分かりやすく公表します。

３　行財政改革への取組
(１)　より公平・公正な人事行政を遂行するための業務運営の改善や人事制度の研究への取組

　　

○予算要求額及び査定結果

＜人事委員会事務局合計（一般会計）＞ （単位：千円）

予算要求額 査定額

23,502 21,606

　　　ます。

平成22年度
当初予算額

平成23年度予算

予算要求額
財政局長査定

査定額

23,502

市長査定

21,606

予算要求額

　　⑤　ホームページを活用し、人事委員会の活動内容をより具体的に市民に情報発信していき

　　①　電子申請による受験申込を開始することで、受付事務の軽減化を図りました。

人事委員会事務局　平成23年度予算要求及び査定の概要

　　②　採用試験会場の使用料、試験問題の印刷製本費等においてコストの削減を図りました。

　　③　職員それぞれが職責を自覚し、自己研鑽に努め、専門的知識・能力の向上を目指します。

　　④　職場内でのコミュニケーションを活発化し、情報の共有化を図ります。

21,613 23,502
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行財政改革推進枠で要求のあった事業 （単位：千円）

財政局長査定

市長査定

任用調査課

-

177

0

0

0

財政局長査定の内容及び理由につ
いて、適正と認められるため、財
政局原案のとおりとしました。

平成23年度
要求額

査定理由

0
事業内容及び実施手法など、更に
検討する必要があることから、予
算化を見送りました。

1

昇任試験事業

0 1,896

既存事業を廃止し、再構築した事業

行財政改革推進プラン

No
事　業　名
事業の概要

所　属
平成22年度
当初予算

　職員の能力、実績を適切に人事に反映させるた
め、昇任試験を実施します。

昇任試験制度の導入

合計 0 1,896 -
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平成２３年度予算要求事業調書
所管 [局(区)・部] 人-01

[課/所/室]

１ 会計 一般会計 (款/項/目)

２ 予算の事務事業名 (コード) 03761001 (名称)

３ 事業名

４ 事業の区分／分野 ■ 新規 □ 拡大 □ 10周年 □ 区役所 □ 健康長寿 □ 子育て □ ブランド

５ 総合振興計画新実施計画事業 □ 該当なし

６ しあわせ倍増プラン □ 該当なし

７ 行財政改革推進プラン ■ 該当 → (番号) 177 (事業名)

８ 市民の声、現場の声

９ 事業概要 (概要) 9,324千円

(根拠法令等)

(1)現状と課題

<左の根拠指標>(別添可・様式任意)

<目標指標>(別添可・様式任意)

(2)市全体の事業展開と本事業の位置づけ (3)事業を展開していく上での課題

□ 市民生活

中心となる事業、

法令又は方針

□ 関連事業

(4)他市事例(県内市町村、政令市等)

(5)本事業の事業内容

平成22年度以前

平成23年度

平成24年度以降

(目標年次も記入)

昇任試験制度の導入

3級への昇任については、人事委員会において、受験資格者を対象
とする競争試験を実施し、職務遂行の能力があるかどうかを判定し
ます。

年令要件等の受験資格について、検討を加えつつ、同受験を実施していきま
す。

人事委員会事務局

人事委員会運営事業

昇任試験事業

02総務費／10人事委員会費／01人事委員会費

任用調査課

職員の能力、実績を適切に人事に反映させるため、昇任試験を実施します。

昇任試験の導入にあたって、年令要件など受験資格について未確定事項が多
いため、早急に市としての方針を決定する必要があります。

地方公務員法第17条第３項

平成23年度から、昇任試験を実施します。

１．昇任試験の実施（平成23年度～）

・係長級昇任試験は11政令市で実施。
・埼玉県も主査昇任試験を実施。

職員全員の能力が向上することが目的のため、受験率（＝受験者／受験対象
者）が高いことが求められます。

職員の能力向上のために受験対象者全員が受
験することを目標とします。

３級への昇任については、人事委員会がその選考を任命権者に委任してお
り、任命権者による選考で昇任を行っています。

①いま何が問題と
なっているのか。
（解決したい問題を
簡潔に）

②問題解決の方針

③問題解決の道すじ
（目標年次も記入）

④求める効果、目標
指標
④求める効果、目標
指標

平成23～
27年度
事業費

（仮称）「新行政改革推進プラン」
「改革プログラム事業工程表(案)」

③職員の意識改革・人材育成
～市民のための職員づくり

172　昇任試験制度の導入／
　　　人事課（人事委員会）／
　　　H22～
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予算の事務事業名 人事委員会運営事業

事業名 昇任試験事業

１０ 事業計画・資金計画・平成２３年度予算要求内訳 （単位：千円）

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28～ 合計

事業計画
昇任試験導入
の検討

昇任試験の導
入

昇任試験の実
施

昇任試験の実
施

昇任試験の実
施

昇任試験の実
施

事業費(当初予算) 0 1,896 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 11,181

財 国県支出金 0 0 0 0 0 0 0 0

源 市債 0 0 0 0 0 0 0 0

内 その他 0 0 0 0 0 0 0 0

訳 一般財源※ 0 1,896 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 11,181

※一般財源の欄は、特別会計にあっては繰入金、企業会計にあっては損益勘定留保資金等に、それぞれ読み替える。

○平成２３年度予算要求内訳

<事業費>

業務内容 説明 H22当初予算 H23要求額 局長査定 市長査定

案内・申込書
の作成 0 4 0 0

受験票の送付

0 7 0 0

問題の作成・
印刷 0 1,195 0 0

申込書・問題
の保管 0 39 0 0

解答用紙の作
成 0 3 0 0

試験の実施
(会場の設営) 0 3 0 0

論文の採点

0 645 0 0

計　Ａ 0 1,896 0 0

<特定財源>

内訳 説明 H22当初予算 H23要求額 局長査定 市長査定

計　Ｂ 0 0 0 0

<一般財源>

H22当初予算 H23要求額 局長査定 市長査定

Ａ－Ｂ 0 1,896 0 0

マークシート式

⑥事業の見送
り

事業内容及び実施手法など、更に検討する必要があることから、予算化を見送りました。

論文の採点に係る委託料

案内・・・印刷センターで発注
申込書・・・マークシート式

申込者に対し、受験票を窓付き封筒で郵送

⑥事業の見送
り

財政局長査定の内容及び理由について、適正と認められるため、財政局原案のとおりとしました。

局長査定理由

市長査定理由

問題作成に係る委託料及び印刷製本費

秘密保持のため、専用書庫に保管

試験実施・会場設営において文具等を使用
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（19）監査事務局 
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○予算要求方針
１　基本方針
(１)　公正で合理的かつ能率的な市の行政運営確保のため、適正かつ効果的な監査を実施します。

２　主な取組
(１)　監査委員及び事務局職員の監査技術のスキルアップを図ります。

３　行財政改革への取組
(１)　印刷製本費について、印刷物の庁内配布部数の見直しを行い、削減しました。

○予算要求額及び査定結果

＜監査事務局合計（一般会計）＞ （単位：千円）

予算要求額 査定額

10,106 10,10610,152 10,106

監査事務局　平成23年度予算要求及び査定の概要

10,10610,106

査定額

平成22年度
当初予算額

平成23年度予算

予算要求額
財政局長査定 市長査定

予算要求額

1058



 

 

 

 

 

 

（20）農業委員会事務局 
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○予算要求方針
１　基本方針
(１)　食料の安定供給にあたり、優良農地を確保し有効利用を図るため、農地法が改正されました

　　が、農業従事者の減少と高齢化、農産物価格の低迷等により遊休農地が増えています。

(２)　農地の適正管理を推進するとともに、農業従事者の確保と農地の貸借を促進し、優良農地を

　　確保し有効利用を図ります。

(３)　このため、法令業務を適正に執行するとともに、農業への新規参入等相談業務を充実させ、

　　農地利用権設定事業を積極的に行ってまいります。

２　主な取組
(１)　農地の適正管理を推進するため、改正農地法等の法令業務を適正に執行するとともに、農地

　　パトロールを農業委員が月２回(委員30人で延べ年間720回)行います。

(２)　遊休農地の発生防止と解消に努めます。(目標解消面積３ha)

(３)　担い手を確保するため、関係機関と連携を密にして、農業者、新規参入希望者への助言及び

　　指導等の相談業務を行います。

(４)　農地の貸借を推進し、その効率的利用を促進します。(目標利用権設定面積４ha)

　　  多様な経営形態の農業者に対応できるように、農地情報の収集や提供を効率的に行い、利用

　　権設定事業を推進します。

(５)　農地情報管理システムを円滑に運用し、農地情報の収集、整理分析及び提供を効率的に行い

  　ます。

３　行財政改革への取組
(１)　国有農地管理業務について、市費を負担しないよう埼玉県に交付金増額を要求しました。

(２)　証明業務について、費用対効果の観点から証明の実施手法の見直しを行いました。

○予算要求額及び査定結果

＜農業委員会事務局合計（一般会計）＞ （単位：千円）

予算要求額 査定額

48,181 48,18148,181 48,181

予算要求額

57,118 48,181

査定額

平成22年度
当初予算額

平成23年度予算

予算要求額
財政局長査定

農業委員会事務局　平成23年度予算要求及び査定の概要

市長査定
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